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提案理由  

国に対し、高等教育の修学支援制度を拡充するよう強く求める。  

これが、本案を提出する理由である。  



高等教育の修学支援制度の拡充を求める意見書  

 

２０２０年４月から、家庭の経済状況に関わらず、大学、短期大学、高等専

門学校、専門学校に進学できるチャンスを確保できるようにと、高等教育の修

学支援新制度が実施されたところである。  

この制度は、低所得層（住民税非課税世帯及びそれに準ずる世帯）を対象に、

給付型奨学金と授業料等の減免が受けられるものの、対象は全学生の１割程度

であり、引換えに中間所得層の授業料減免がなくなる事態も起きていることか

ら、「制度を活用するには収入基準が厳しい」、「無利子奨学金が利用できな

くなった」、「生活費を補うためにアルバイトをしたいが、成績が維持できる

か心配だ」、「希望する学校が支援対象になっていない」、「制度の対象外の

低所得層や中間所得層にも拡充してほしい」など、改善を求める声が広がって

いる。  

つまり、この制度を国際連合の経済的、社会的及び文化的権利に関する国際

規約（Ａ規約）第１３条第２項（ｃ）「高等教育は、すべての適当な方法によ

り、特に、無償教育の漸進的な導入により、能力に応じ、すべての者に対して

均等に機会が与えられるものとすること。」に基づく制度へと拡充することが

求められているのである。  

今、新型コロナウイルス感染症の影響やロシアによるウクライナ侵略、急激

な円安の進行による物価の高騰など、経済情勢の悪化は深刻である。学生の学

びの継続さえ困難な状況が生まれており、安心して教育を受けられるようにす

るためには、国際規約（Ａ規約）の「無償教育の漸進的な導入」に向けて、制

度を抜本的に拡充することが必要不可欠なのである。  

よって、本市議会は国に対し、高等教育の修学支援制度を拡充するよう強く

求めるものである。  

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  

 

令和４年６月２４日  

 

八  千  代  市  議  会    



 

提出先  

内 閣 総 理 大 臣  様  

文 部 科 学 大 臣  様  

 


